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研究成果の概要（和文）：　日本でも２０２１年３月期決算から監査報告書に「監査上の主要な検討事項
（ＫＡＭ）」を記載することが義務づけられた。
本研究では，ＫＡＭの意義や効果を論証し，日本におけるＫＡＭの特徴を解明した。ＫＡＭは，監査の透明性と
監査報告書の情報価値の向上に貢献することによって，監査の期待ギャップを軽減する可能性があることを理論
的に明らかにした。また，２０２０年３月期の早期適用事例および２０２１年３月期の強制適用初年度のデータ
を用いて，ＫＡＭについて定量的かつ定性的な分析を行ない，日本におけるＫＡＭの特徴と傾向を析出し，日本
における今後のＫＡＭのあり方についてのインプリケーションを示した。

研究成果の概要（英文）： Auditors has been required to include “Key of Audit Matters (KAM)” in 
Independent Auditors’ Report since the fiscal year ending March 2021, in Japan.
 This study demonstrated the significance and effectiveness of KAM and clarified the characteristics
 of KAM in Japan. This study theoretically demonstrated that KAM has the effect of reducing Audit 
Expectation Gap by contributing to audit transparency and the information value of Independent 
Auditors’ Report. In addition, this study analyzed the KAM quantitatively and qualitatively using 
data for the fiscal years ending March 2020 and March 2021. As a result, this study clarified the 
characteristics and trends of KAM and indicated implications for the future of KAM in Japan.

研究分野：会計監査

キーワード： 監査上の主要な検討事項　ＫＡＭ　監査の期待ギャップ　監査の透明性　監査報告書の情報価値　監査
報告書の変革

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　日本でも２０２１年３月期決算から監査報告書に「監査上の主要な検討事項（ＫＡＭ）」を記載することが義
務づけられた。ＫＡＭは，これまで表に出ることのなかった監査人の監査判断や監査手続等をふくむため，監査
報告書のあり方を大きく変える可能性がある。それゆえ，ＫＡＭについての理論的研究に加えて，実際のＫＡＭ
に基づく実証研究は，喫緊の課題であるといえる。
　このような状況において，ＫＡＭの意義や効果を論証し，早期適用事例と強制適用初年度のすべてのＫＡＭを
定量的かつ定性的に分析し，日本におけるＫＡＭの特徴と傾向を明らかにした本研究は，学術的意義はもちろ
ん，社会的意義も大きい。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 英国が２０１３年１２月期より「監査上の主要な検討事項」（Key of Audit Matters： ＫＡＭ）
を記載した新しい監査報告書を採用して以来，オーストラリア，ニュージーランド，中国，香港，
シンガポール，インド，カナダ，南アフリカ，スウェーデン，ノルウェー，デンマーク，ブラジ
ル，米国などの国がつぎつぎと新しい監査報告書を導入するための監査基準を改訂（国によって
は適用）するなか（甲斐〔2017〕），日本でも，２０１８年７月に公表された「監査基準の改訂に
関する意見書」（企業会計審議会〔2018〕）（以下，改訂監査基準という）により，２０２１年３
月期決算から監査報告書にＫＡＭを記載することが義務づけられることとなり，監査報告書の
拡充が図られた。 
 そもそも，財務諸表監査の目的は，経営者の作成した財務諸表が，一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して，企業の財政状態，経営成績およびキャッシュ・フローの状況をす
べての重要な点において適正に表示しているかどうかについて，監査人が自ら入手した監査証
拠に基づいて判断した結果を意見として表明することにある（改訂監査基準 第一 監査の目
的 1）。監査報告書は，財務諸表監査の目的である財務諸表の適正性に関する監査意見を表明す
る唯一の手段である。それゆえ，財務諸表利用者の誤解や逡巡を回避するため，監査人の結論と
して「適正」もしくは「不適正」の二者択一的な監査意見が簡潔に標準化された文言で記載され
た pass/fail型の標準監査報告書が，日本のみならず国際的にも採用されてきた。 
標準監査報告書に関する財務諸表利用者の意識調査では，pass/fail 型の監査意見の表明方法
を有益とする見解が示される一方で，ほとんどの監査報告書おいて「適正」意見が表明されてい
る現状をみて，「適正」意見が表明されているといっても，「適正の程度に違いがあるのではない
か」とか「かろうじて適正となったものが混在しているのではないか」といった疑念や，「適正
／不適正」の結論に至る監査のプロセスや監査人の判断といった監査の内容がブラックボック
ス化しているとの批判があることが指摘されてきた（Asare＆Wright〔2009〕，Gold et al.〔2009〕，
Mock et al.〔2009〕，Poter et al.〔2009〕，異島〔2013〕〔2014〕，井上編著〔2014〕など）。 
従来の標準監査報告書の監査意見の表明方法を変えることなく，監査の透明性および監査報
告書の情報価値を向上させることを目的として考案・導入されたのがＫＡＭである。ＫＡＭは，
「監査人が当年度の財務諸表の監査において特に重要であると判断した事項」（改訂監査基準 
前文 一）であり，監査報告書における監査意見の位置づけを変更するものではないが，「監査
人が実施した監査の透明性を向上させ，監査報告書の情報価値を高めること」（同）に意義があ
るとされる。つまり，ＫＡＭを監査報告書に記載することは，pass/fail型の監査意見の表明方法
を維持しながら，これまでけっして表に出ることのなかった監査人が実施した監査の内容や監
査人の判断に関する情報を公知のものとすることになる。それゆえ，監査報告書にＫＡＭを記載
することは，単なる監査報告書の記載内容の変更にとどまらず，監査報告のあり方，ひいては財
務諸表監査そのもののあり方に大きな変革をもたらす可能性がある。 
 また，日本では，財務諸表監査とあわせて内部統制監査が制度化されている。財務諸表監査の
枠組みと二重責任の原則を前提とした現行制度のもとでは，仮に内部統制に不備があっても，経
営者がそれを内部統制報告書に記していれば，監査人は適正意見を表明する建てつけとなって
いる。内部統制の不備は財務諸表の重要な虚偽表示リスクの蓋然性を高める要因であり，場合に
よっては会計不正の温床となりうる。内部統制の不備に関する情報を監査人が財務諸表利用者
に伝達する手段を制度的に確保できれば，原初的な意味での監査の期待ギャップを縮小させる
一方で，会社が内部統制の不備の情報開示を回避するには，事前に当該不備を是正せざるを得な
い（異島〔2019〕）。 
監査報告書を拡充することにより，内部統制に関する情報を監査報告書に記載する際に生じ
る諸問題を解決できるとすれば，監査の期待ギャップの縮小と被監査会社の内部統制の不備是
正（会計不正の未然防止）効果が期待される。つまり，監査報告書にＫＡＭを記載することは，
監査の期待ギャップの縮小および被監査会社の内部統制の不備是正（会計不正の未然防止）をす
る可能性を秘めているといえる。 
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２．研究の目的 
 
 本研究は，監査報告書に内部統制に関する情報を追加開示する際に生じる諸問題とそれらに
対する具体的な解決策を提示し，監査報告書の拡充により縮小可能な監査の期待ギャップを明
らかにすることを目的としている。 
 
 
３．研究の方法 
 
 研究の目的を達成するため，本研究では，（１）内部統制の不備に関する情報のデータベース
の充実と分析，（２）ＫＡＭについての理論的研究，（３）実際のＫＡＭの記載内容の分析，およ
び（４）公認会計士へのインタビュー調査を行う。 
 
 
４．研究成果 
 
研究初年度の２０１９年度は，ＫＡＭの候補となる内部統制の不備に関する情報を明らかに
するため，研究代表者の作成しているデータベースに２０１７年１２月期決算以降のデータを
追加して，内部統制の不備に関する情報を分析し，監査人による被監査会社の内部統制システム
の評価である統制リスクと監査事務所の規模の関係に関する研究成果の一部を公表（異島須賀
子「統制リスクと監査事務所の規模の関係」『産業経理』（産業経理協会）第７９巻第１号）した。
また，すでにＫＡＭが導入されている国や地域のＫＡＭ情報の事例を検証するとともに，２０２
０年３月期以降の決算の早期適用に先んじてＫＡＭを公表した日本初の事例について詳細に検
証した。前者の国外の事例の検証にあたっては，２０１９年６月に発行された林隆俊編著『監査
報告の変革―欧州企業のＫＡＭ事例分析』（中央経済社）を活用し，同著の書評（異島須賀子「《書
評》林隆敏編著『監査報告の変革―欧州企業のＫＡＭ事例分析』」『産業経理』（産業経理協会）
第７９巻第４号）も公表している。後者の日本初の事例研究についても，その研究成果の一部を
公表（異島須賀子「日本における KAMの事例分析―三菱ケミカルホールディングスの事例を中
心として―」『久留米大学商学研究』第２５巻第２号）している。これらにより，次年度（２０
２０年度）以降のインタビュー調査の枠組み（案）を構築した。 
研究２年目の２０２０年度は，監査人が内部統制の不備に関する情報を追加開示する際に生
じる諸問題を明らかにするため，前年度に構築したインタビュー調査の枠組み（案）に基づいて，
監査人（公認会計士）に対面でのインタビュー調査を行うことを予定していたが，新型コロナウ
イルス感染拡大防止措置（緊急事態宣言等）のため，当初計画していた九州，関東，関西の研究
者や公認会計士に聞き取り調査を実施することができなくなった。そこで，質問票調査に切り替
えたが，新型コロナウイルス感染症拡大防止措置により，公認会計士の監査業務もリモート対応
となったことから，本研究に限らず，公認会計士の研究協力が困難な状況となった。このような
状況を踏まえ，本研究においては，本研究課題の申請時に予定していた研究計画および研究方法
を変更し，公認会計士への調査にかえて，ＫＡＭの意義や効果に関する理論的な研究を再検証し
た結果の一部を公表（異島須賀子「監査報告書の変革に関する研究」『会計・監査ジャーナル』
（日本公認会計士協会）第３０巻第７号）するとともに，日本においてＫＡＭを早期適用した会
社（２０２０年３月期決算の４４社）のすべての事例について，定量的かつ定性的な分析をおこ
なった研究成果の一部について，学会発表（異島須賀子「統一論題報告：日本におけるＫＡＭの
早期適用事例のレビュ―」日本監査研究学会第４４回全国大会（統一論題テーマ：わが国におけ
る KAM記載の実態と課題））し，また論文（異島須賀子「日本における監査報告の変革―ＫＡ
Ｍ早期適用事例のレビュ――」『会計論叢―長吉眞一教授 退職記念論文集』（明治大学専門職大
学院会計専門職研究科）第１６巻）としても公表している。本研究によるＫＡＭの早期適用事例
の分析は，これまで表に出ることのなかった情報を分析し，その内容を詳らかにしたという意味



において大きな学術的意義があると同時に，２０２１年３月期決算に強制適用されるＫＡＭ実
務に大きく影響するという意味において社会的意義が大きいといえる。 
 最終年度の２０２１年度は，日本におけるＫＡＭの早期適用事例の特徴とそれらから得られ
るインプリケーションを示したうえで，強制適用初年度の２０２１年３月期決算におけるＫＡ
Ｍの全体像を明らかにした。監査人は，ＫＡＭとして決定した事項について，関連する財務諸表
における開示がある場合には当該開示への参照を付した上で，ＫＡＭの内容，監査人がＫＡＭで
あると決定した理由，および監査における監査人の対応を監査報告書に記載することが求めら
れている（改訂監査基準，七２）。２０２１年３月期決算の監査報告書では，監査における監査
人の対応として，監査人がおこなった内部統制の評価についての記載がなされている事例がか
なりの数あることを確認した。加えて，ＫＡＭの区分の監査における監査人の対応の記載内容は，
監査人が監査上とくに重要であると判断した事項に関連するものであることから，監査の期待
ギャップの縮小と被監査会社の内部統制の不備是正（会計不正の未然防止）効果に貢献し得るこ
とが期待できることも論証した。本研究では，ＫＡＭの意義や効果を論証し，日本におけるＫＡ
Ｍの特徴を解明した。ＫＡＭは，監査の透明性と監査報告書の情報価値の向上に貢献することに
よって，監査の期待ギャップを軽減する可能性があることを理論的に明らかにした。また，２０
２０年３月期の早期適用事例および２０２１年３月期の強制適用初年度のデータを用いて，Ｋ
ＡＭについて定量的かつ定性的な分析を行ない，日本におけるＫＡＭの特徴と傾向を析出し，日
本における今後のＫＡＭのあり方についてのインプリケーションを示した。これらの研究成果
の一部は，論文（異島須賀子「財務諸表監査の変革―ＫＡＭは日本の財務諸表監査を変えるか―」
『経済論叢―徳賀芳弘教授退職記念號』（京都大学経済学会）第１９５巻第２号，および異島須
賀子「会計時評：財務諸表監査の新展開」『企業会計』（中央経済社）第７４巻第５号）として公
表している。 
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